
       

アメリカの農業金融の動向と協同組合
――　変貌する連邦農業信用制度（ ）　――

　

　

　

１ 80年代に残高が減少したアメリカにおける農業貸出は，90年代に入って増加に転じた

が，依然ピーク時の約９割の水準にとどまっている。民間の主要な担い手は商業銀行と連

邦農業信用制度（FCS）の２つであり，これらのうち商業銀行のシェア上昇が目立つ。

２．FCSは，商業主義に対抗する役割を担うものとして，1916年から33年にかけて形成され

た協同組合を基盤とする農業金融の系統組織である。このFCSは，80年代アメリカの農業

不況の影響を強く受け，その組織が大きく変化している。

３．それまでにもFCSは，各機関の民営化，その結果として農業信用制度理事会やその事務

局である農業信用庁の役割が民間機関に近づくという変化を経験した。しかし農業不況へ

の対応を機に，農業信用庁の性格は，金融機関に対する監督機関へと変化した。

４．FCS自身の組織も大きく変化した。土地担保金融を行っていた連邦土地銀行と短期資金

を供給していた連邦中期信用銀行とが合併して農業信用銀行となり，さらにそれ同士が合

併して銀行数は24から６に減少した。また13の協同組合銀行も１つとなり，農業信用銀行

の機能も併せ持つ金融機関に変化した。

５．単位組織では，連邦土地銀行組合と生産信用組合が合併して農業信用組合になるととも

に地域間での合併もすすみ，80年に915であった組合数は01年には118にまで減少した。単

位組織は，99年以降さらなる変化の中にある。それは，自らは融資業務を行わず，それを

行う子会社をもつ持株協同組合化の動きである。

６．これら組織再編の経済的な効果に関する研究者の評価は分かれる。大まかには，商業主

義の立場にたつ効率向上の観点からの前向きな評価と，商業主義の行き過ぎを是正すると

いう協同組合の本来的な役割を重視する観点からの慎重な評価とがある。これらに関する

論点の多くはわが国にも共通する点が多いと考えられ，その意味でFCSの動向把握はわが

国の協同組織のあり方を考える上でも必要と思われる。

．

〔要　　　旨〕
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　当総合研究所では，継続的にアメリカ農

業金融の動向をフォローしている。そのア

メリカでは，今後の農政の枠組みとなる新

農業法が成立し，農業保護の姿勢が一層強

まると伝えられている。その政策的な当否

は別として，一面でこのことはアメリカの

農業経営が困難な状況にあることを示して

いる。

　アメリカは1980年代に深刻な農業不況を

経験した。そのあおりを受けて，協同組織

の農業金融機関である連邦農業信用制度の

組織が，大幅に変化している。この協同組

織の経営は，政府の農業者保護策もあっ

て，現状では堅調ではあるが，ここ数年組

織面で新たな変化がみられる。

　そこで本稿では，アメリカ農業金融の主

要な担い手である連邦農業信用制度につい

て，80年代以降の動きを組織面の変化を中

心に紹介することにしたい。

　

　

　

　（1）　概況

　はじめに，アメリカの農業金融の動向を

簡単にみておきたい。

　70年代を通して残高が増加したアメリカ

の農業貸出金残高は，82年の2,183億ドルを

ピークとして減少に転じた。残高の減少は

80年代を通して続いた後，90年の1,501億ド

ルをボトムとして再び増加に転じている

（第１表）。しかし，99年の残高は1,914億ド

ルと，ピーク時82年の約87％の水準にとど

まっている。

　アメリカ農務省の統計は，農業貸出を「不

動産抵当」と「非不動産抵当」とに区分し

ている。前者は農場など不動産担保による

長期貸付金であり，そして後者は作物担保

あるいは無担保等の短期貸出金である。80

年以降の農業貸出金残高の内訳をこの区分

でみると，年によって若干異なるが，不動

産抵当が50～53％，残りが非不動産抵当と

はじめに
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いう構成が安定的に続いている。

　次に農業金融の担い手をみると，アメリ

カにおける農業金融機関には，連邦農業信

用制度（    ，以下

「 」），商業銀行，農業サービス局（  

 ，以下「 」），生命保険会

社，商人・個人，そして商品金融公社があ

る。これらのうち は協同組合を基礎と

する系統組織であり， と商品金融公社

はともに農務省の一部局である。

　融資機関別シェアをみると，第１表に示

したとおり，99年度では商業銀行が39.7％

と最も高く，次いで 25.6％，商人・個人

20.8％の順であり，政府機関である や

商品金融公社のシェアは小さい。また，80

年と比較すると，当時最大のシェアをもっ

ていた が5.5ポイント低下しているの

に対して，商業銀行は17.7ポイントも上昇

している。

　このように，アメリカの農業金融は，民

間機関では商業銀行と が中心的な担い

手であり，その一方で農務省自身が一貫し

て政府資金を供給しているというのが基本

的な構造である。以下ではウェイトの大き

い民間貸出をもう少し詳しくみることにし

たい。

　（2）　金融機関別特徴

　民間金融機関の農業貸出には業態ごとの

特徴がみられる。端的に現れるのは，不動

産抵当貸付と非不動産抵当貸付のウェイト

の違いである。

　まず協同組合を基盤とする系統組織であ

る について両者の割合をみると，80年

では64％，32％，99年では66％，34％であ

り，不動産抵当貸付のウェイトが高い。そ

の推移をみると，80年代の農業不況時まで

は不動産抵当貸付の割合が一貫して上昇

し，87年には86％に達した後，徐々に低下

し，90年代半ば以降は65％内外の水準で推

移している。

　次に商業銀行では
（注1）
，80年には不動産抵当

21％，非不動産抵当79％という構成であっ

た。これが99年ではそれぞれ42％，58％と，

非不動産抵当の割合が高いという構造が続

くなかで，不動産抵当の割合が急速に高

まっているのが特徴的である。

　もともと と商業銀行は資金調達方法
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第1表　融資機関別農業貸出金の推移
 （単位　億ドル，％）

　

FCS
FSA
商業銀行
生命保険会社
商人・個人
CCC（商品金融公社）

資料　USDA，AGRICULTURAL STATISTICS（FCA，各年版）

1980年 85 90 95 99

構
成
比

貸出金計 1,825 2,055 1,501 1,626 1,914

31.1
10.7
22.0
7.1
26.2
2.9

28.8
13.2
22.8
5.8
20.7
8.7

25.1
12.5
33.4
6.8
19.3
2.9

24.3
6.9
39.1
5.9
22.0
1.8

25.6
4.5
39.7
6.4
20.8
3.0

計 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0

不動産抵当
非不動産抵当

FCS諸機関
のシェア

37.1
24.1

42.2
14.6

34.7
14.4

31.4
16.7

32.2
18.2



       

が異なっており， は長期資金，商業銀行

は短期資金という棲み分けがなされてき

た。また，このような違いは，それぞれの

沿革に根ざしている面もある。

　しかし，商業銀行における不動産抵当貸

付のシェア上昇は，これらの要因だけでは

説明しきれない面がある。というのは，さ

きにみたとおり農業貸出全体では長短の構

成割合は過去20年間安定的であった。その

ようななかでの商業銀行の存在感の強まり

という変化であるだけに，農業金融市場で

何らかの構造的な変化が生じている可能性

も否定することはできない。

　そこで次項では， の成立過程にさか

のぼって，その組織の特徴や役割を指摘す

ることにしたい。

　（注1）　農業融資を行っている商業銀行について，
「総資産が５億ドル以下の商業銀行で貸出金全体
に占める農業貸出金の割合が25％以上のもの」
（連邦預金保険公社），あるいは「全商業銀行の農
業貸出金割合を上回る商業銀行」（連邦準備制
度）を「農業銀行」と呼ぶことがある。本稿では
農務省の分類に従い，単に「商業銀行」とした。

　

　

　

　（1）　FCSの成立

　ａ．FLBによる土地担保金融

　19世紀に土地取得が自由かつ廉価であっ

た時代が終わるとともに，アメリカでは土

地特に農地が経済的価値をもつにいたっ

た。それに伴って農業用地の売買が活発化

し，土地担保金融への需要も高まった。

　当時この資金需要に対応したのは，民間

会社である農場抵当金融会社であった。こ

れらの金融業者にはいわゆる高利貸しも含

まれ，農業者の窮状に付け込む悪徳業者も

少なくなかったという
（注2）
。

　このため，ルーズベルト大統領が1908年

に設置した農村生活委員会が改善策を検討

し，農業者による協同組合制度の導入を勧

告した。その後アメリカ政府は欧州に調査

団を派遣し，農業金融の仕組み，特にドイ

ツのそれを調査し，その成果として1913年

農業融資法が制定された。この法律に基づ

き，政府が主導し，出資する連邦土地銀行

（   ，以下「 」）が設立

されるとともに，それを監督する連邦農業

融資理事会が財務省内に設置された。この

の設立が の始まりである。

　このように，アメリカにおける協同組合

による農業金融組織が，まず土地担保金融

の分野で，政府主導で設立されたこと，そ

の組織に期待された役割が民間融資業者の

行き過ぎを是正することにあったことは，

その後の のあり方に大きな影響を及ぼ

している。

　ｂ．短期金融での協同組合の役割

　 による土地担保金融は順調に推移

したが，一方では農業金融上の問題点も明

らかになった。それは短期信用が依然とし

て民間業者任せであり，取り立てなどをめ

ぐるトラブルが絶えなかったことである。

　そのため，農業向けの短期金融の担い手

問題も政策的な解決が必要となった。その

際の大きな論点は，商業的融資業者を充実

するか，それとも協同組合を導入するか，
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であった。前者は既にある金融業者や金融

機関等に対する監督体制を整備すればよい

という立場である。また後者は，業者金融

に対抗しうる農業者の協同組合による短期

資金の供給が必要という立場であった。最

終的には，協同組合である農業融資組合

と，投資家が所有する土地銀行合資会社の

新設がそれぞれ認められ，両者が短期金融

を担うという，折衷的な法律が制定された。

　これは，不動産抵当貸付において が

果たしているのと同じ役割を農業融資組合

に求めるものであり，非土地担保金融にお

いても民間会社の行き過ぎを是正する役割

が協同組合に期待されたことになる。自由

主義の国アメリカには協同組合という考え

方はなじまないという見方がある。しか

し，少なくとも農業金融においては，商業

主義の行き過ぎを是正する役割を協同組合

に課すという考え方が，アメリカにおいて

定着していることに留意する必要がある。

　ｃ．ホールセール機関の必要性

　前項で述べた新しい金融組織の業務は農

業者への直接貸付であり，いわば小売業で

あるため，資金調達の安定化が課題となっ

た。そこで1923年に連邦農業融資法が制定

され，連邦中期信用銀行（ 　

　 　 ，以下「 」）が設

立され，商業銀行や農業者の協同組合等へ

の資金の卸売業としての役割を果たすこと

となった。

　これで， の短期・中期の信用供与の

仕組みが確立したことになるが，留意を要

するのは， が，当初から，商業銀行と

協同組合の両者への資金の卸売業であった

ことである。これはもともと短期金融が業

者の領域であり，協同組合の参入が後発で

あったことと無縁ではない。このような図

式は現在にまで及んでいる。

　なお，33年３月には，農業融資の一元化

を図るために独立した連邦政府機関として

農業信用庁（   ，

以下「 」）が設置された。この に

は，農務省の種子購入資金の融資担当部門

および の 等がそれぞれ移管され

た。

　さらに，生産信用組合（ 　

　 ，以下「 」）と13の

協同組合銀行も設立され，ここに農業者お

よび農協のあらゆる資金ニーズにこたえる

の組織全体が完成した。

　（注2）　FCS成立以前のアメリカにおける農業金融
の状況は文末＜参考文献＞2および9に詳しい。

　

　（2）　FCSの概要と特徴

　ａ．80年代半ばまでのFCSの姿

　前述のような経過で形成された は単

一の機関ではなく，農業者が出資して組合

員となっている協同組合と，それを単位組

織とする銀行群からなる農業金融を中心に

取り扱う系統組織である
（注3）
。その組織や業務

は，大枠として80年代の半ばまで安定して

いた。この安定期における 系統組織の

概要は次のとおりである。

　まず，全米が12の農業信用地区に分けら

れ，それぞれの地区に，不動産抵当資金を
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供給する ，短・中期資金を供給する

，そして経済事業を行う農協の設備資

金や運転資金を供給する協同組合銀行が設

立された。協同組合銀行のみが中央銀行を

設立したため，全体では37の銀行群が設立

された。

　実際に農業者に貸付を行ったのは，個々

の協同組合である。 系統では連邦土地

銀行組合（    

，以下「 」）が， 系統では

が，それぞれ設立された。農業者からみれ

ば，組織は単位組織である２種の協同組

合，その組合が出資して設立した銀行とい

う段階組織であり，その執行管理機関とし

て単位組織，地区および それぞれに理

事会が置かれた。また，資金の流れとして

は，中央の資金調達機関から地区の銀行を

経由して単位組織に原資が供給され，それ

が農業者に貸し付けられた。

　（注3）　現時点でFCSは，水産業者や漁業者自身，そ
の協同組合，生活協同組合，農村住宅所有者への
融資を行っており農村金融機関としての性格を
強めている。

　ｂ．協同組合としてのFCSの特徴

　わが国の農協制度との違いを念頭に

の特徴をあげれば，つぎのとおりである。

　第一は出資制度の違いである。わが国の

農協では，利用しようとする個人があらか

じめ出資して農協をつくっている。これに

対して の協同組合は，資金借り入れ時

に借入金から天引きされる形で農業者が出

資する。 の協同組合が「借入者が所有す

る協同組合」といわれるのはこのためであ

る。このような仕組みでは設立当初の資本

調達が問題となる。 の場合，連邦政府資

金がその役割を担ったことは既に述べたと

おりである。

　第二は， 機関の貸付原資の調達が債

券発行で行われたことである。 が必要

とする資金は，組織内の債券発行会社が一

括して市場から調達している。この債券へ

の市場評価はかなり高く，財務省証券との

スプレッドは通常10～30ベ－シス・ポイン

ト程度である。

　このような資金調達構造であることは，

預金調達を行う商業銀行とは異なる性格を

がもつ理由のひとつである。例えば，こ

の調達構造の違いが80年代の農業危機への

対応力の違いともなった。 の経営が苦

境に陥った理由の一つが，長期・固定金利

の債券発行による長期資金供給を行ってい

たために生じた金利のミスマッチにあった

ことは明らかである
（注 ）

。

　第三は，長短それぞれの専門金融機関が

置かれたことである。不動産担保の資金供

給は と が，短期資金および中期
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第1図　農業信用制度系統の組織（1984年末現在）

資料　FCA『Annual Report』（1985年版）をもとに筆者作成

生産信用組合
（365）

連邦農業信用制度理事会

農　　業　　者

農業信用管理庁 協同組合中央銀行
（1）

協同組合銀行
（12）

農業協同組合
　

連邦中期信用銀行
（12）

連邦土地銀行
（12）

連邦土地銀行組合
（437）



       

資金は と が，そして経済農協の

事業資金は協同組合銀行が，それぞれ専門

的に対応した。わが国の農協がすべての資

金に対応しているのとはかなり異なってい

る。

　第四は， 全体を統括する機関とし

て，連邦政府の独立行政法人である

が置かれていることである。このような組

織はわが国にはなく，その役割について次

項で詳しく紹介したい。

　（注4）　この経緯は〈参考文献〉８に詳しく紹介され
ている。

　

　

　

　（1）　民営化とFCAの性格変化

　ａ．FCS機関の民営化

　80年代半ばまでに が経験した変化の

ひとつは民営化であった。 を構成する

協同組合が，借入者が出資して所有する協

同組合であることは既に述べた。このよう

な仕組みである以上，貸出金が増加しなけ

れば，出資金も増加しない。従って呼び水

として当初は政府の出資が必要であった。

その意味でも は，政府が政策的な必要

性により設立した農業金融組織であった。

　この にとって，事業量の増大による

資本の充実がすすむにつれて，政府出資の

必要性が薄れ，結果的に民営化していくこ

とは当初から想定されていた。この民営化

について連邦政府は漸進的な道を選択し，

設立当初の完全政府所有から，官民共同所

有へまず移行し，68年に政府出資が完全に

引き上げられた段階で は純粋に民間資

本の系統組織となった。

　ｂ．FCAの性格変化

　 は1933年の農業金融一元化政策の

一環として設置された。 は当初から，

独立性をもった連邦政府機関であり，農業

融資機関のほか政府の協同組合研究所や，

協同組合であるクレジット・ユニオンの設

立も所管していた。その後39年の大統領令

により は農務省に移管されたが，53年

には再び独立した行政機関に移行した。

　この間における の役割は， 機関

全体の「本店」であった。例えば資金調達

でみると，参加の組合の資金需要を の

各銀行がとりまとめ，全体とりまとめと調

整を が行っていた。これはまさに本店

機能である。

　この の性格は，71年農業信用法に

よって大きく変化した。すなわち， の民

営化を背景として は，協同組織である

の「代表」としての役割を果たすことと

なった。このような性格の変化は，理事会

の構成からも確認することができる。当時

の理事会は定数が13であり，そのうちの12

人は全米12の農業信用地区の 機関の代

表，つまり組織代表であり，残る１人は農

務長官であった。このような理事構成は，

が実質的に民間機関として行動する

ことを可能にしたのである。

　農業不況を機に の役割はさらに変

化する。農業不況時の の経営危機への

対応として，議会がまず取り組んだのは
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に対する市場の信頼性を確保すること

であった。通常は小幅であった財務省証券

とのスプレッドが，最大125ベーシス・ポイ

ントにまで拡大するなど市場の不安が高

まっていたからである。当時のアメリカ

は， ＆ や銀行の経営破綻が相次ぐなど，

金融システムそれ自体が危機に直面してお

り， についても組織問題に先んじて市

場における信頼性確保に取り組む必要が

あったのである。

　このような危機への対処策のひとつが，

を監督機関化することであった。それ

を端的に示しているのが，理事会制度の抜

本的な見直しである。85年農業信用改革法

の成立により， 理事会は大統領が任命

する３人制となった。このような理事会が

統制する の中心的な役割は，連邦準備

制度や連邦預金保険公社など他の金融監督

機関と同様， とは一歩距離を置いた規

制と検査による監督である。この時点から

は， 各機関の格付も開始してい

る。

　この が行う格付は，一般銀行の監督

機関が行っている現場外監視と基本的には

同様であり，コール報告の情報をもとに

（ ）で１から５までにランク付け

するというものである
（注5）
。最新の アカウ

ンタビリティー・レポート2001年版によれ

ば，格付３の機関が１あるのみであり，残

りはすべて２以上の優良な格付を得てい

る。

　（注5）　FCAの格付制度は，連邦準備制度や連邦預
金保険公社などの銀行監督機関が利用している

　　共通金融機関格付に準じている。全く同じ制度で
ないのは，FCSの諸機関が預金業務を行っていな
いため，それを格付に反映させる必要があるため
である。格付の柱であるCAMEL（S）について
は，本号別稿吉迫利英「FDICにみる預金保険制
度の概要」を参照。

　

　（2）　銀行群の再編と専門機関の設立

　ａ．FCSの銀行群の再編

　経営危機への対応で，まず自助努力が求

められるのは各国共通であろう。農業不況

時の の経営危機についても同様であっ

た。

　 の効率化への取組みは，連合組織と

しての性格をもつ各銀行の効率化から始め

られた。具体的には，管理部門の共通化が

行われたが，その取組みは地区によってか

なり濃淡があった。それは営農類型などの

違いによって各銀行の痛み具合が異なって

おり，すべての銀行の経営が悪いわけでは

なかったためである。

　しかし状況はますます悪化し，立法によ

る強制的な組織再編がすすめられることと

なった。それを明確したのが87年農業信用

法である。同法は，各地区の と が

合併し て農業信用銀行（   

，以下「 」）となること，そして協

同組合銀行が１つに合併することを要求し

た。さらに，同法は各銀行の営業区域を定

める全米12の農業信用地区を6以下に統合

することも要求した。

　この法律に基づき，88年１月には11地区

で の設立が完了し，この時点で33年以

来続いていた農業金融における長短分離制

度は実質的に消滅した（残る１地区では
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が管財人の管理下にあったため，同地区の

は隣接地区に統合された）。また，12の

協同組合銀行のうち10は，88年に中央銀行

と合併してコバンク（    

）を設立し，後に２地区が加

わった。なお，コバンクは同一地域の

とも合併し，現在はコバンク と呼ばれ

ている
（注6）
。

　（注6）　コバンクACBは協同組合銀行系統の業務で
ある全米の経済農協への与信業務も行っている
ため地区FCBと区別するためACB（Agricultural
 Credit Bank）と呼ばれている。

　

　ｂ．専門機関の設立

　農業不況への対応策として，農業金融に

新たな金融上の仕組みがいくつか導入され

た。その主要なもののひとつは， の発行

債券の保護を目的とする 保険公社の設

立であり，連邦農業抵当公社の設立である。

　このうち連邦農業抵当公社は，農業貸出

債権の証券化を円滑にすすめるために設立

された。この公社の役割は，一定の基準に

該当する貸付債権を，商業銀行や の機

関から担保付で買い取ってプール化し，そ

れを見合いとする一種の資産担保証券（こ

れがファーマー・マックと呼ばれた）を発行

するものである。

　これによって商業銀行や組合は，貸出金

債権を切り離して流動性を高めることが可

能となり，経営の健全性を取り戻すことが

できる。この仕組みをうまく回転させるた

め，公社が発行する証券には，連邦政府の

保証がつけられた。

　このファーマー・マックは，住宅金融の

仕組みを農業金融の世界に導入したもので

ある。アメリカの住宅抵当融資は貯蓄貸付

組合の主要商品であった。住宅貸付は長期

の商品であるだけに，金利が変動すること

によるリスクを伴う。それを軽減するた

め，住宅ローン債権を売却する市場が整備

された。これは，住宅資金の貸付金につい

ての第二市場（流通市場）であり，具体的に

は住宅ローン債権を担保とした証券が発行

され，この証券にはファニー・メイという

愛称がつけられた。ファーマー・マックは

この仕組みを農業金融に導入したものであ

る。

　ファーマー・マックも87年法に基づくも

のであるが， に対する政府支援40億ド

ルを確保するための見合いとして導入され

たという側面もある。というのは，ファー

マー・マックの出資機関や債券買取対象金

融機関には商業銀行も含まれるなど，いわ

ば商業銀行を懐柔する狙いもあったといわ

れている。ここにも農業金融における商業
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第2図　農業信用制度系統の組織
　　　（2001年9月30日現在）

資料　『Performance and Accountability Report』
　　（2000年版）をもとに筆者作成
（注）1.　うち65組合が持株協同組合である。
　　2.　すべて持株協同組合である。

連邦農業信用制度理事会

農業信用管理庁

農業信用
組合
（74）

農業信用銀行
（6）

コバンクACB
（1）

農協

（…）

農業信用
組合
（4）

生産信用
組合
（15）

連邦土地
信用組合
（25） （注1） （注2）



       

主義と協同組合主義の対置がみられる。そ

の意味でアメリカは，現時点でも，農業金

融を完全に商業主義に任せてよいとは考え

ていないようにみえる。

　

　

　

　（1）　単位組織の合併

　組織の再編は，地区銀行だけではなく単

位組織にも及んでいる。そこで単位組織の

状況をみるため，80年以降の種類別組合数

の推移を取りまとめたのが第２表である。

　表に示しているように，80年以降の約20

年間で，単位協同組合の数や種類は大きく

変化した。一言で言えば，組合総数が減少

するなかで，多様化がすすんでいる。

　この変化は３つの時期に分けることがで

きる。ひとつは と という伝統的

な協同組合だけがあった88年までの時期，

もうひとつは農業信用組合（  

 ，以下「 」），連邦土

地信用組合（    

，以下「 」）といった新しい組合が

設立された89年から98年までの時期，そし

て，後述の「親 」が設立されている99

年以降である。

　まず，88年までの第一の時期では，

は491から232へ， は424から145へとそ

れぞれ減少している。やや詳細にみると，

85年までとそれ以降では減少テンポが異

なっている。これは， が の経営危

機を対外的に公表したのが85年であったこ

とと関連している。つまり，危機の表明を

組織内への一種のショック療法とし，政府

支援を得るための実績づくりとして単位組

織の合併がすすんだとみられるのである。

　この時期の合併の特徴は，同

種の組合の合併であったことで

あり，経営悪化に対応して効率

化を追求する組織内の努力の結

果としての合併であったと考え

られる。

　（2）　新しい組合の設立

　組織再編は，自主的な努力か

ら法律制定という政府関与によ

る強制へとすすんでいく。決定

的な役割を果たしたのは87年農

業信用法であった。同法が

の系統組織全体を対象としたも

のであったことは，既に述べた

農林金融2002・7
29　‐　471

４．単位組織の再編

第2表　FCS協同組合数の種類別推移

　 FLBA PCA ACA ACA
Parents FLCA

1980年
　81
　82
　83
　84
　85

491
485
476
474
462
436

424
423
421
421
399
362

　 　 　

合計

915
908
897
895
861
798

　86
　87
　88
　89
　90

306
232
232
154
146

216
155
145
94
84

　
　
　
33
40

　 　
　
　
　
2

522
387
377
281
272

　91
　92
　93
　94
　95

120
85
77
73
71

111
72
70
69
69

44
70
69
66
60

　 18
23
27
30
32

293
250
243
238
232

　96
　97
　98
　99
　00
　01

70
53
40
18
‐
‐

66
64
64
60
28
15

60
60
57
48
11
9

　
　
　
2
56
69

32
31
32
50
38
25

228
208
193
178
133
118

資料　Performance and Accountability Report（FCA，各年版）
（注）　各年９月末。



       

とおりであるが，単位組織である協同組合

については，名実ともに性格変更を迫るも

のであった。

　第一は単位組合の直接貸付組合化であ

る。直接貸付組合とは，組合自らが貸付当

事者となるものであり，貸付に関する一切

の業務を行うものである。 についてい

えば，その権能をもっていたのは だけ

であり， はいわば単なる窓口機能を

担うだけであった。この を直接貸付

組合化するというのが87年農業信用法の眼

目の一つであった。

　第二は，直接貸付組合化する手段として

の新しい協同組合の設立である。87年農業

信用法は２つの方式を定めた。ひとつは

と が合併して を設立する

方法であり，もうひとつは の定款を

変更し，直接貸付権限をもつ に改組

する方法である。

　第２表に示した89年から98年までの

および の組合数は，同時期の

， の減少と裏腹の関係にあり，

この時期は単位組織合併とともに，組合の

転換がすすんだことを示している。

　なお， の設立に関して は，それ

を推進する立場から，組合員である借入者

つまり農業者の利益にもつながった，と評

価している。というのは，それまでは長短

すべての資金を利用するためには，２つの

組合に出資する必要があった。それが，統

合によって１つの出資だけで，すべての融

資を利用することができるようになったと

強調している。

　（3）　持株協同組合の出現

　第２表に示したように99年以降今日まで

続いているのが，表に「  」と

表示した新たな協同組合設立の動きであ

る。

　これは， 規則によって認められた

の変形である。その基本形は， 自

身は融資業務を行わない株式保有の協同組

合となり，具体的業務は子会社である

と が行う，というものである。

　 の年報に紹介されている典型的な

設立方法をみると，まず，農業者によって

が設立される。これは新たに設立され

る場合と，先に紹介したように既存の

と の合併によって設立される

場合がある。この は，協同組合として

設立されるが，その業務区域はかなり広

く，なかには州をまたがるものもあるほど

大規模な組合が大部分である。

　つぎに，この組合が，管内にある生産信

用組合と連邦土地信用組合を会社化し，そ

れを完全な子会社にするための定款変更の

申請を農業信用庁に対して行う。申請内容

は，会社化に関する個別組合の定款変更

と，親組合となる の株式保有について

の定款変更となる。これらを が認可す

ることで組合の会社化が完了する。

　これによって出来上がる組織は，これま

で直接融資業務を行っていた組合を会社化

し，それを子会社とする持株会社としての

役割を果たす協同組合である親 を置

く，いわば持株協同組合という形である。

この会社化について は，その年報で
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「117組合についての会社化の定款変更申請

について，職員数を増やさずに，全体で60

日の期間内に定款変更手続き完了させると

いう効率的な取り組みを行った」としてい

る。このように，協同組合と株式会社を組

み合わせる方式は，政策として推進されて

おり，その狙いは，効率的な，コストの安

い事業を追求することにあるという（99年

以降各年の 年報）。

　

　

　

　（1）　FCAの評価

　上記のとおり， の監督機関である

は，単位組織の合併と親組合化を政策

的に推進している。一方，行政機関である

は行政評価法の適用対象であり，政策

目標とその達成状況を毎年開示することが

求められている。

　組織再編後の 機関の健全性確保は，

が自らに課している重要な政策評価

項目のひとつである。その政策評価結果を

みると，少なくとも経営の健全性指標には

問題は見当たらない。つまり，新しい協同

組合と銀行群は，効率的に運営されてお

り，金融機関としての評価は全く問題な

く，従って組織再編は十分な成果をあげて

いる，としている。

　また，新たな協同組合は，出資負担の軽

減が実現するなど経済的な意義が大きい，

そして州をまたがるほど広域化した結果と

して農産物に固有の地域的リスクが軽減で

きた，いうのが の基本認識である。当

事者の評価である以上，肯定的になりがち

という面もあろうが，効率性の観点から

は，計数はまさにそのような状況を示して

いる。

　（2）　研究者の分析

　しかしこのような当事者の評価は，必ず

しも研究者の理解が得られていないようで

ある（＜参考文献＞11）。研究者は，組織再編

の利点を次の2点に集約し，それを実証的に

分析している。すなわち①間接経費の低減

による事業効率の向上があるか，②地理的

な多様性による信用リスクの低減がある

か，である。

　これまでに公表された実証分析結果は，

この２つの組織再編の利点が，必ずしも確

認されないとして，否定的であるという。

むしろ研究者の共通理解は，規模および範

囲の経済性は比較的小規模な機関に存在す

る，というものであるという（＜参考文献＞

11，17頁）。

　研究者が着目しているのは，組織再編の

間， の貸出金残高は伸びていないこ

と，そしてその間隙を縫うように商業銀行

のシェアが上昇していることである。この

ような動きは冒頭に示した貸出金残高が明

瞭に示しているが，組織再編がうまくいっ

ているのであれば，それがシェアに現れ

る，というのが研究者の立場のようであ

る。

　 をめぐる議論は再編の効果測定にと

どまってはいない。典型的な議論は， が

１つの銀行になるというものである。いわ
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ば効率化の行き着く先の組織形態であろ

う。これに対抗しているのが， は草の根

組織であったのであり，今後ともそうであ

るべきという議論である。 が指摘する

ところによれば，前者は 内機関の経営

陣の主張であり，後者は借入者つまり組合

員や理事クラスのそれであるという。

　以上のような組織内外の論議の詳細は，

文献資料だけでは必ずしも明らかではな

い。しかし，組織の根幹にかかわる論点を

含んでいると思われるだけに，現地ヒアリ

ング等により補完調査を行う必要がある。

　

　

　

　アメリカにおける協同組合による農業金

融機関である の組織は，競争原理，特に

効率的な事業運営を追求した結果，持株協

同組合化がすすんでいる。それは，形の上

では，事業の一部を協同会社化している日

本の農協の選択と類似しているようにみえ

る。平等を重視する立場をとってきたわが

国の協同組合を，自由化という名の効率化

をすすめるアメリカの動きと重ねてみるこ

とはできるのであろうか。

　当総研が翻訳出版した『 の農協』で

は，現在主流の協同組合のタイプを「対抗

力的協同組合」と，そして新たな協同組合

を「企業家的協同組合」と呼んでいる。後

者の特徴は，より進展している競争主義社

会のなかで，経済主体としての協同組合が

発展していくには，企業の枠組みを取り入

れつつ，協同組織としての運営を確保す

る，というものである。

　その意味で の親 は，アメリカ農

業金融における新たな協同組合のあり方に

ついてのひとつの答えである。とすれば，

その動向とともにそれをめぐる論議につい

ての理解を深めることは，わが国の農協の

あり方を考える上でも必要かつ有益である

と考える。

　＜参考文献＞　
１．小口英吉，小楠湊「米国における農業金融の実
情」本誌83年３月号

２．斎藤操「アメリカの農業金融立法―その沿革と系
統農業金融組織成立の過程―」本誌86年３月号

３．小楠湊「米国農業信用制度の危機と救済策」本誌
86年３月号

４．斎藤操「米国農業金融機関，その後」本誌87年７
月号

５．小楠湊「米国農業金融制度の再編成」本誌88年９
月号

６．斎藤操「米国における農村政策金融の近況」本誌
90年７月号

７．斎藤操「米国の系統農業金融機関の近況」本誌91
年４月号

８．鈴木利徳「蘇生した米国の系統農業金融機関」本
誌93年11月号

９．斎藤操「農業不況と金融リストラ―米国の農業金
融―」楽游書房94年３月

10．斎藤操「米国ファーマー・マックの最近の動向」
本誌98年12月号

11．Warren F . Lee 

Agricultural Finance Review  vol56，Conell  

University
　

（取締役調査第一部長　　　　　　　

田中久義・たなかひさよし）

“ Restructuring the Farm 
Credit System ： A Progress Report”

農林金融2002・7
32　‐　474

おわりに


